
 

 

第３章 ベトナムにおけるコメ生産・輸出と世界食料危機への対応 
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はじめに

 第１表は世界のコメ生産・輸出と日本へのコメ輸出の上位５ヵ国とそのシェアを表した

ものである。この３つのすべてにランクインする唯一の国がベトナムである。現在ベトナ

ムは世界のコメ市場に大きな影響力を持つようになり，昨今の世界的な米価急騰の一因と

してベトナムによる輸出制限が指摘されている。本レポートは，国際米価急騰の背景とな

ったベトナムのコメ生産事情とベトナム政府・共産党の対応を報告する。

 

第１表 世界のコメ生産・輸出と日本へのコメ輸出の上位国（2007 年） 

 世界のコメ生産量

上位５ヵ国とシェア 

世界のコメ輸出量 

上位５ヵ国とシェア 

日本のコメ輸入先

上位５ヵ国とシェア 

第１位 中国（28.5％） タイ（26.0％） アメリカ（54.2％） 

第２位 インド（22.0％） インド（24.8％） ベトナム（14.3％） 

第３位 インドネシア（8.7％） ベトナム（13.3％） タイ（13.2％） 

第４位 バングラデシュ（6.5％） パキスタン（9.7％） 中国（12.3％） 

第５位 ベトナム（5.5％） アメリカ（7.4％） オーストラリア（5.9％） 

注．世界の生産量（籾）および輸出量（精米）は FAO(online)により，対日輸出量（精米）は日本貿易振興機構(online)

（原資料は財務省貿易統計）より計算． 

 

 本論に入る前に，ベトナムの行政区分と自然環境を第１図に示す。ベトナムは大陸部

東南アジア（インドシナ半島）の東端に位置し，南北 1,650km の細長い国土（東西の幅は

最も狭いところで 50km もない）をしている。北に中国と，西にラオス・カンボジアと陸

で国境を接する。ベトナムの国土面積は 331,150km2（日本全国から九州を除いた面積にほ

ぼ相当），人口は 86,211 千人（2008 年）である（TCTK(2009)）。国土のほとんどが山地で

あり，平地は南北両デルタ（紅河・メコン）とそれを結ぶ南シナ海沿いの狭隘な小平野の

みである。 
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第１図 ベトナムの地域区分 

資料：寺本・坂田(2009)のベトナム地図に筆者が加筆． 

注．下線が省と同格の中央直轄市． 

紅河デルタ 11.ヴィンフック省

14.首都ハノイ 15.バクニン省 17.クアンニン省 

18.ハイフォン市 19.ハイズオン省  

20.フンイエン省 22.ハナム省 23.タイビン省 

24.ナムディン省 25.ニンビン省 

中部高原

35.ｺﾝﾄｩﾑ省 

37.ザーライ省 

39.ダクラク省 

40.ダクノン省 

43.ラムドン省 

北部山岳地域 1.ﾃﾞｨｴﾝﾋﾞｴﾝ省 2.ライチャウ省 

3.ラオカイ省 4.ハザン省 5.カオバン省  

6.イェンバイ省 7.ﾄｩｴﾝｸｱﾝ省 8.バクカン省  

9.ランソン省 10.タイグエン省 12.フートォ省 

13.ソンラ省 16.バクザン省 21.ホアビン省  

沿岸地域

26.タインホア省 27.ゲアン省 

28.ハティン省 29.クアンビン省 

30.クアンチ省 31.ﾄｩｱﾃｨｴﾝ=ﾌｴ省 

32.ダナン市 33.クアンナム省 

34.クアンガイ省 36.ビンディン省 

38.フーイエン省 41.カインホア省 

42. ﾆﾝﾄｩｱﾝ省 48.ﾋﾞﾝﾄｩｱﾝ省 

東南部 44.ビンフォック省

45.タイニン省 46.ビンズオン省 

47.ドンナイ省 49.ﾊﾞﾘｱ=ｳﾞﾝﾀｳ省 

50.ホーチミン市 

メコンデルタ 

51.ロンアン省 

52.ドンタップ省 

53.アンザン省 

54.ﾃｨｴﾝｻﾞﾝ省 

55.ベンチェ省 

56.ヴィンロン省 

57.カントー市 

58.ハウザン省 

59.キエンザン省 

60.チャヴィン省 

61.ソクチャン省 

62.バクリュウ省 

63.カマウ省 
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ベトナム農業にとって最も重要な地域は，首都ハノイを中心とする北部の紅河デルタ

（Dong bang song Hong）地域（１）と，南部のメコンデルタ（Dong bang song Cuu Long）地

域である。ベトナム人の主食であり主要な輸出産品でもあるコメのほとんどはこの２地域

で生産されている。なおベトナムの多数民族キン族（狭義のベトナム人）は元々紅河デル

タを中心とする北部地域にのみ居住していたのが，時代を経るごとに徐々に南下して行っ

た。特にメコンデルタは 19 世紀からのフランス植民地時代に商業的農業生産地として本格

的に開拓されたが，植民地政府は土地をフランス人および対仏協力ベトナム人に払い下げ

南部における大地主制が成立した。

本レポートの構成は以下の通りである。まず「１．歴史編」では，ベトナム戦争以降の

ベトナムのコメ生産・輸出と関連する政策の変遷を報告する。次に「２．現状分析編」で

は，コメ生産・輸出と需給動向の現状について分析する。そして「３．最新動向編」では，

昨今の世界食料危機に際してベトナム政府が取った措置とその後のコメ生産について報告

する。最後に「おわりに」で本レポートを取りまとめ，将来を展望する。

１．歴史編

 

本節では，ベトナム戦争以降のベトナムのコメ生産・輸出と関連する政策の変遷を，（１）

集団生産期（1975～80 年），（２）脱集団化期（1981～88 年），（３）輸出拡大期（1989～99

年），（４）国際化対応期（2000 年～）の４つの時代に分けて報告する。またこの時代区分

に沿って第２図にコメの生産と輸出をグラフ化した。

（１）集団生産期（1975～80 年） 

東西冷戦構造の中で戦われたベトナム戦争中，東側陣営に属する北ベトナム（ベトナム

民主共和国）では農民が農業生産合作社（Hop Tac Xa San Xuat Nong Nghiep）に強制的に加

入させられて集団農業生産に従事させられていた。西側陣営に属する南ベトナム（ベトナ

ム共和国）では，植民地時代からの大土地所有制が温存されたまま商品作物栽培（特にメ

コンデルタにおけるコメ）が行われていた。ベトナム戦争は 1975 年に北ベトナムが南ベト

ナムを占領・吸収するという形で終結した。翌年発足した統一ベトナム（ベトナム社会主

義共和国）では南部でも農業集団化が推進された。

 農業集団化は，商品作物の生産に適するように長年築き上げられてきた南部の農業生産

の仕組みを破壊することになった。この時期に南部の全農家世帯の 35.6％が 1,518 の合作

社と 9,350 の生産集団（tap doanh san xuat）（２）に参加させられたが，農民が合作社や生産

集団に加入する前に，自らの農機具や水牛を売り果樹を切り倒し土地を捨てる事例が相次

いだ。メコンデルタの商品米穀倉地帯は，農業集団化によって生産が不安定になった。年々

減少していったコメ生産量は 79 年に南部における合作社・生産集団の大崩壊が起こると回

復した（Nguyen Sinh Cuc(1995)）。 
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 またこの時期は中ソ対立の国際情勢の中で，ベトナムと中国の対立が激化した時期でも

ある。西側からの援助が得られない上に，1979 年には中国による軍事侵攻（中越戦争）を

受けた。

（２）脱集団化期（1981～88 年）

 厳しい国際環境と経済情勢の中でベトナムは集団農業生産体制の修正をせざるを得なく

なり， 1981 年に各農家世帯を生産単位とする共産党中央書記局第 100 号指示

（DCSVN(1981)）が出された。100 号指示によって農家世帯は，合作社から①田植え②栽

培管理③収穫の３つの段階を請け負い，請負契約量以上の生産物は自由に処分する権利を

得た。その他の作業（水利，品種選択，肥料・殺虫剤分配など）は合作社の管理に残った

が，この改革は農家の意欲を刺激し，多くの農家（当時の調査で８割方）が請け負いを完

遂したうえにさらに 5～20％の余剰生産をなした。100 号指示の公布は翌年（1982 年）の

コメ生産増をもたらした。

だが合作社による集団生産管理が依然として残り，生産物のうち実質的に農家の手元に

残るのがわずか 20％であったことから，100 号指示に伴うコメ生産増は 87 年で頭打ちにな

り，88 年には生産が大幅に落ち込んだ。特に北部では落ち込みが甚だしく，81 年以来最低

の水準に達した。88 年初頭の北部では 930 万人（農家世帯の 39.7％）が食糧難になり，う

ち 360 万人が飢餓状態に陥った。同じ頃南部でも集団化に伴う土地紛争が多発し，全国的

な農業・食糧危機に陥った（Nguyen Sinh Cuc(1995)）。

 この時期世界情勢は冷戦構造の終結を迎えつつあり，ソ連の後盾を失ったベトナムは

1986 年末第 6 回共産党大会においてドイモイ政策を採択し，全面的な市場経済化と外資導

入を推進するようになった。農業におけるドイモイを推進し上記の食糧危機へ対処するた

めに，1988 年４月５日に共産党政治局第 10 号議決（DCSVN(1988)）が発布された。10 号

議決は，農家による水牛・牛や農機具の所有を認めた。多くの合作社では生産段階のうち

２つのこと（水利および病害虫発生予察）だけに責任を負い，他は農家世帯に任せること

になった。また農家は税金と合作社基金（組合費）を支払ったのちには，請負地からの生

産物に関しては自由に処分する権利を与えられた。この結果，生産物のうち実質的に農家

の手元に残るのが 40％と倍増し，これまで以上に農家の生産意欲を刺激した。 

（３）輸出拡大期（1989～99 年）

集団農業生産体制を実質的に解体した共産党政治局 10 号議決は，翌年（1989 年）から

10 年以上にわたる持続的なコメ生産増をもたらし，またこの年から実質的に輸出が始まっ

た。ベトナムは 10 号議決以前には恒常的にコメを 70～100 万トン輸入していた（Nguyen 

Sinh Cuc(2003)）が，1996 年にはアメリカを抜きタイに次ぐコメ輸出国（３）になるまでに成

長した。

ドイモイ以前のベトナムでは，すべての輸出入活動は輸出入貿易国営会社によって行わ

れ，また輸出品を生産する会社もそれぞれの担当官庁（例えばコメは農業省）によって管
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理されてきた。また何をどれだけ生産・輸出するかは国家計画委員会の指令によって決定

されていた（トラン(1996)）。ドイモイ政策に沿ってこのような国家管理体制から関税によ

る市場経済管理への転換が図られ，コメに関しては主食であり重要な輸出産品という点を

勘案して輸出割当制度を維持しつつ，この時期から徐々に規制緩和が図られた。まず輸出

取扱業が許可制から届出制へ移行した。さらに 1998 年７月 31 日付け第 57 号政府議定

（CPVN(1998)）によって民間企業および外資系企業へも輸出割当が行われるようになった。

 またこの時期は，市場経済下における農業経営の基盤を強化する政策が次々と打ち出さ

れた。1993 年には土地法が改正されて，土地の使用権を交換・譲渡・賃貸・相続・抵当す

る権利が農家個人世帯に新たに与えられた。96 年には合作社法が制定され，集団農業生産

の執行機関から市場経済下の協同組合へと合作社の法的位置づけが根本的に転換した（４）。

また90年代から国営銀行によって農家世帯向けの信用事業が展開されるようになった（５）。

 国際関係に目を転じると，この時期は冷戦構造の完全な崩壊によってかつての敵国であ

った西側諸国や中国との関係が修復され，そのことが国際市場への参入をより容易にした。

対東南アジアでは，ベトナムはアセアンに 95 年 7 月に加盟し翌 96 年 1 月にはアセアン自

由貿易地域(AFTA)の共通効果特恵関税(CEPT)スキームにも参加した。対米では，94 年 2

月にアメリカは 75 年より継続してきた対越経済制裁を全面解除し，95 年 8 月には国交正

常化条約に調印した。対日では，92 年 11 月に日本は 79 年度以降見合わせてきた円借款の

再開を決定した。対中では，91 年 11 月に国交正常化した。

（４）国際化対応期（2000 年～）

脱集団化以降（上記（２）（３）の時期）のベトナムでは，主食であるコメはひたすら

量的拡大が求められ，劣等地へも生産拡大が進められた。そのため，肥沃なデルタ地帯で

は６t/ha 以上の生産をあげる一方，山間地や土地条件の悪いところでは２t/ha 程度のとこ

ろもある。上記（３）の時期におけるコメ輸出拡大も，もっぱら価格の優位性（安価）に

よるものであり，ベトナム米の品質は国際的にも評価が低いものであった。

こういった問題を解決するため，ベトナム政府は 2000 年６月 15 日に第９号政府議決

（CPVN(2000)）を公布し 2010 年に向けての農業発展戦略を打ち出した。同議決はそれま

での市場経済化による量的拡大という農業政策を海外市場への販売を前提にした農林水産

物の高品質化へと転換するものであった。さらに 2005 年 6 月 20 日付け第 150 号政府首相

決定（CPVN(2005)）によってこの路線が補強された（第２表参照）。コメに関しては，生

産性の低い水田の転用を促す反面，輸出用米の主産地であるメコンデルタにおいては灌漑

整備事業への投資を増加させることとしている。だがこれらの方針を受けて 2000 年以降は

水田の転用が政府の予想を遙かに超える速度で進行し，2007～08 年にかけての国内米価急

騰の一因となった。そのため 2008 年には水田転用禁止へと方針が転換された（後述「３．

最新動向編」参照）。

なおこの時期にベトナムは念願の WTO 加盟（承認は 2006 年 11 月，正式加盟は翌 07 年

１月）を果たした（６）。ベトナムの WTO 加盟交渉は 1995 年１月の WTO 発足時からあし
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かけ 12 年にもおよぶものであり，国際社会・経済への参入の総仕上げともいうべきもので

あった。

 

第２表 2000 年代のベトナムの農業発展戦略 

 政策の柱 コメ政策 

政府議決第９号 

（2000 年６月） 

①農業生産における新技術の導入

②生産と加工・販売との効果的結合

③農村内インフラへの投資促進と農業保険の充実

④外国市場の情報収集とマーケッティング能力開発

⑤商業的農産品販売に備えた行政の効率化 

灌漑設備の整備された水

田を 400 万 ha 維持するとと

もに，生産性の低い水田は他

のもっと適当な作物や養殖

に転換する。 

首相決定第 150 号 

（2005 年６月） 

①農地の集積による経営基盤の強化

②AFTA（ｱｾｱﾝ自由貿易地域）・WTO 加盟交渉のため

の国際的合意事項の遵守

③品目ごとの生産適地を特定して生産集中を図る 

特にメコンデルタにおけ

る灌漑整備事業への投資を

増加して輸出米を増産させ

る。 

資料：CPVN(2000) (2005). 

 

２．現状分析編

 

第３表 ベトナム経済に占める農業・農村の割合 

 
1990 1995 2000 2005 2007 

2008
（暫定値） 

GDP に占める農林水産業の割合（％） 38.7 27.2 24.5 21.0 20.3 22.1 

輸出金額に占める農林水産業の割合（％） 47.8 46.3 29.0 22.9 23.1 23.8 

就業人口に占める農林水産業の割合（％） 73.0 71.3 68.2 57.1 53.9 52.6 

人口にしめる農村居住者の割合（％） 80.5 79.3 75.8 73.1 72.5 71.9 
資料：TCTK(1994a)(2002) (2009). 

 

（１）生産の概要

 ベトナム経済に占める農業・農村の位置を知るために，農林水産業の GDP・輸出金額・

就業人口に占める割合と農村に居住する人口の割合を第３表に示した。いずれの数値も経

済成長に伴って年々減少傾向にあるが，GDP・輸出金額の割合が現在では 20％程であるに

もかかわらず，就業人口では今なお過半数が農林水産業に従事していることがわかる。さ

らに人口の面では，今なお７割以上の人口が農村に滞留している。後述する様にベトナム

の圧倒的多数の農家が零細経営であることから，彼らは零細な農地で自給的な農業を営ん

でいることがわかる。なおそれまで減少傾向にあった農林水産業の GDP に占める割合が
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2008 年に反転しているが，農林水産業の成長率が 2008 年には対前年度 4.07％

（TCTK(2009)）だったのが翌 2009 年には 1.83％（TCTK(online)）と急落していることか

ら，世界食料危機で価格が上昇したことによる一時的な現象であると思われる。

 

第４表 作期ごとのコメの作付面積・単収（2007 年） 

紅河デルタ（北部） メコンデルタ（南部） 全国  

栽培期間 
作付

面積 
単収 栽培期間 

作付

面積 
単収 

作付 

面積 
単収 

冬春作 12～翌５月頃 553 5.8 11～翌４月頃 1,507 6.0 2,989 5.7 

夏秋作 （栽培していない） ４～８月頃 1,800 4.6 2,205 4.6 

ムア作 ７～11 月頃 559 5.6 ８～11 月頃 378 3.5 2,008 4.4 

合計  1112 5.7  3,684 5.1 7,201 5.0 

資料：TCTK(2008). 

注．作付面積の単位は千 ha，単収の単位は t/ha． 

ベトナムにとってコメは，およそ８割の農家が携わり（Nguyen Ngoc Que(2009)）国民の

消費カロリーのおよそ６割を占める（後掲第７表参照）最も重要な作物である。コメの生

産のほとんどは，北部の紅河デルタ（2007 年の生産量の 17.6％）と南部のメコンデルタ

（52.0％）で行われている（TCTK(2008)）。この両デルタ以外のベトナムの各地域（第１

図参照）では，コメは常にギリギリ自給できるかもしくは不足の状態にある（Nguyen Ngoc

Que(2009)）。北部ではおおむね２期作，南部では３期作でコメが栽培されている。ベトナ

ムではコメの３作期を冬春作（Lua dong xuan）・夏秋作（Lua he thu）・ムア作（Lua mua）

と呼んでおり，栽培期間は地方や品種によってまちまちであるが，南北２大デルタではお

おむね第４表の通りである。

第３図は，2001 年及び 2006 年に行われた『農村・農業・水産業センサス』（TCTK(2003) 

(2007)）からベトナムの南北両デルタにおける経営規模（農用地面積）別に見た農家世帯

の分布を計算したものである。両デルタを比較してみると，紅河デルタは経営規模が小さ

いが比較的均等であるのに対して，メコンデルタでは経営規模の平均は大きいが土地所有

の不平等化が進んでいるという違いが見られる。両デルタのこのような違いは，紅河デル

タが古くから人口稠密地域で独立後も共産政権下で平等に土地が分配されたのに対して，

メコンデルタはフランス植民地時代に商業的農業生産地として本格的に開拓され独立後も

土地改革が徹底されなかったという歴史に起因する。また 2001 年から 2006 年の変化を見

てみると，紅河デルタでは 0.2ha 未満の割合が上がる反面，0.2～0.5ha の割合が下がってき

ている。つまりメコンデルタに比べて均等であった紅河デルタにおいても市場経済化の流

れの中で農民層分解が起きていることがわかる。一方メコンデルタでは逆に 0.2ha 未満の

割合が下がり，0.2～0.5ha の割合が上がっている。これは 2000 年９号議決を受けて狭小な

–70– –71–



  

農地が耕作放棄されたことを示しているのであろう。後掲第５表にみるように紅河デルタ

では水田耕作の主目的が農家自身の食用にあるためこのような耕作放棄があまり起きてい

ないと思われる。

なお紅河デルタでは 80 年代の脱集団化に際して単に一人あたりの農地面積を均等に分

配するだけではなく土地等級（地味）ごとの平等性も追求されたため，狭い農地がさらに

細分化された。そのため 2003 年に交換分合（don dien doi thua）が政府の指導で推進され一

世帯あたり５～10 筆程度に分かれていた農地が４筆以内に集約された（岡江(2007a)）。2007

年現在においても紅河デルタの人口密度は 1,238 人/km2 と，メコンデルタの 431 人/km2

（TCTK(2008)）に比べて圧倒的に稠密であり，このため一作期あたりの水稲耕作に投入さ

れる労働力も紅河デルタでは 200人日／ha，メコンデルタは 85～100人日／ha（Nguyen Ngoc

Que(2009)）という大きな違いがみられる。
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第３図 南北両デルタにおける経営規模別農家世帯分布（2001，2006 年） 

資料：TCTK(2003) (2007). 

注．単位は％． 

 

 第５表は稲作農家が自らの生産したコメをどのような用途に使用しているかの内訳

（2004 年現在）である。最大の稲作地帯であり輸出米の主産地であるメコンデルタでは生

産の７割が販売されるのに対して，紅河デルタでは生産の約半分が農家自身の食用に使用

され販売はわずか２割強である。また紅河デルタの農家世帯の 95％が水稲耕作を行ってい

るという事実（Nguyen Ngoc Que(2009)）から，紅河デルタの農家にとって稲作とは昔なが

らに自らの食を確保するために行うものであるということがわかる。さらに第５表では紅
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河デルタにおける備蓄・家畜飼料・消失がメコンデルタの何倍もの割合を占めている。こ

のことは，低技術水準下で収穫後の消失が大きく，零細経営による不安定性のため将来へ

の保険として備蓄と畜産の兼業（７）を行っているという紅河デルタ農民の姿を示している。

 

第５表 2004 年における稲作農家のコメ用途の内訳（％） 

 紅河デルタ メコンデルタ 全国平均 

農家の食用 49.30 16.40 41.50 

販売 23.00 70.00 34.00 

備蓄 12.30 4.80 12.60 

種まき 0.94 3.69 2.16 

家畜飼料 11.30 2.90 7.40 

他世帯への貸し出し 2.72 1.97 2.00 

消失 0.40 0.10 0.20 
資料：TTPNN (2008). 

（２）2000 年以降の作付面積の減少

 第４図はベトナム戦争以降のコメの作付面積をグラフ化したものである。図が示すよう

に集団生産体制を解体した共産党政治局 10 号決議が発布された 1988 年以降は年々面積が

増加し続け，国際市場を前提とした質的向上を図って生産性の低い水田の転用を容認した

政府９号議決が出された 2000 年以降には面積が年々減少し続けている。作付面積ではこの

ように 2000 年以降は減少しているが，生産量自体は 2007 年は 2000 年の 10.3％増となっ

ている（TCTK(2008)）。なお後述するように 2007 年末から米価が急騰したことに対応して

2008 年になって作付面積が回復することになった。
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第４図：ベトナム戦争以降のコメの作付面積（単位：千 ha） 

資料：TCTK(2000b)(2009). 
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さらに 2000 年から 2007 年の作期ごと地域ごとの作付面積の変化を第６表に示す。まず

地域ごとにみれば，メコンデルタに比して紅河デルタでの面積の縮小が著しい。なお生産

量でみてもメコンデルタでは 111.6％と増加しているのに対して紅河デルタでは 95.6％と

減少している。前述のように紅河デルタでは狭小な水田に過剰な労働を投下して水稲耕作

を行っていたが，近年の経済発展にともなって首都ハノイ周辺を中心に都市化・工業化が

進み，水田の転用や非農業セクターへの労働力の移動が進んだものと思われる。次に作期

ごとにみれば，単収の高い冬春作の減少が最も少なく，単収が低いムア作の減少が著しい。

さらに地域ごとにムア作の変化率を見れば，紅河デルタでは 91.1％とそれほど大きくは減

少していないが，メコンデルタでは 69.4％と大幅に減少している。最大のコメ生産地であ

るメコンデルタにおいて特に単収が低いムア作の作付面積減少が全国的な減少を引き起こ

している事がわかる。

 

第６表 作期・地域ごとのコメの作付面積の変化率 

  紅河デルタ メコンデルタ 全国合計 

冬春作 92.2 99.1 99.2 

夏秋作 （栽培していない） 95.6 96.2 

ムア作 91.1 69.4 85.1 

平均 91.7 93.4 93.9 

資料：TCTK(2008). 

注．変化率（％）は（2007 年の数値）／（2000 年の数値）×100 で計算した． 

（３）コメの国内流通

 第５図は，ベトナム国内のコメ流通について既存資料（小沢(2004)，坂田(2003)）をもと

にできるだけ単純化して図示したものである。

 図中 A はコメ生産農家から始まる農村内におけるコメの流通である。前掲第５表でみた

ようにベトナムの農家の生産するコメのうち販売に回るのは全国平均で３分の１程度（紅

河デルタではわずか２割強）に過ぎない。多くの農家は自家消費用（家族の食事，家畜の

餌，等）にコメを栽培し，余剰米が籾の形で販売され市場に流通する。農家から籾を買い

付ける集荷商人も多くは農村内に居住する個人経営者（兼業農家である場合が多い）であ

り，その買い付けの範囲も１～２社（行政村）と非常に狭い。その集荷業者から籾を買う

精米業者の多くは精米施設の技術水準が低く，玄米加工までしか行われない。また厳密な

品質ごとの分別ができないため，この段階では国内消費用と輸出用との区別はしていない。

A 段階におけるアクターはいずれも零細な個人経営であり，その取引は相対によるもので

ある。独占的なアクターが存在しないという点では市場原理が働いているが，相互の流通

マージンが低く機械化や在庫調整によるリスクへの対処もできない。
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第５図 ベトナムにおけるコメ流通 

資料：小沢(2004)，坂田(2003)より筆者が作成. 

 B は輸出米の流通経路である。産地の主要集荷拠点に位置する仕上げ加工業者は，農村

内の精米業者から半加工米（玄米）を買い付け，白米への仕上げ加工や袋詰めを行う。そ

の仕上げ加工後に砕米の分別を行う。このコメの品質による分類によって初めて各市場（国

内消費用・商業輸出・援助米）へ価格をつけて販売される。そのため輸出用に高品質なコ

メを求めて生産者を選別するという行動をおこしにくい。

 C は国内で消費されるコメ流通である。卸売業者が仕上げ加工業者から加工米を仕入れ

（彼ら自身が加工精米技術を持つ場合もある），都市の小売業へ販売する。C 段階における

流通は政府における価格統制もなく市場原理によって行われている。これまで高品質米は
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輸出にまわされる傾向が強かったので国内米価は輸出価格より低い傾向にあった。また政

策的にも 1999 年までコメに輸出税が課せられ，国内米価が国際価格を下回るように誘導さ

れていた。だが近年都市住民の所得向上によって，国内でも高品質なコメが集荷・流通さ

れるようになった。「３．最新動向編」で後述するように，2007 年には国内米価がおおむ

ね輸出価格を上回っていたが，世界的な米価上昇傾向の中で輸出価格が急騰して逆転した。

輸出価格につられて国内米価も上昇したことから政府は 2008 年にコメに対する輸出税を

臨時措置として復活させた。

 以上ベトナム国内のコメ流通の特徴を要約すると，生産から消費（輸出）まで多くの流

通経路が存在し，その度に流通マージンが発生するという問題を生じている。特に精米加

工が半加工（籾を玄米に）と仕上げ加工（玄米を白米に）に分断されているのが問題であ

る。そのことが精米技術への投資を妨げる要因となっている。なお現在においても流通過

程で 13％ものコメが失われているといわれている（Nguyen Ngoc Que (2009)）。

コメに限らずベトナム農業の抱える大きな問題として加工・流通の未整備が存在する。

その解決のため 2000 年９号議決では，農業生産における新技術導入，農村内インフラ整備

などとともに生産と加工・販売との効果的結合（農民と契約して農産品販売事業を行う新

型合作社（農協）の育成など）が政策の柱としてあげられている（前掲第２表参照）。

（４）コメ輸出の仕組みと国際市場での評価

 「１．歴史編」で述べたようにベトナムのコメ輸出制度は 90 年代から輸出割当制度を維

持しつつ徐々に規制緩和が図られた。そして 2001 年４月４日付け第 46 号首相決定

（CPVN(2001a)）によって輸出割当そのものが廃止され，輸出業者も認可制から登録制へ

と移行することになった。しかし同決定は政府間契約の輸出米については，商務省（現商

工省）が輸出を行う企業を指定すると同時に契約の一部の量（輸出の権利）を各地方省に

割り当て，各省は省内企業に輸出量を割り当てることを規定している。政府間契約の輸出

米に占める割合の大きさ（2009 年現在でも総輸出量の８割を占める）から，実質的には 2001

年以降も実質的には輸出割当制度と同様の政府による規制が続くことになった。

また毎年年頭に商工省，農業農村開発省，そしてコメ輸出業者の業界団体であるベトナ

ム食糧協会（Hiep Hoi Luong Thuc Viet Nam）の三者が協議してコメ需給計画の原案を政府

に提出し，首相が最終的に年間コメ需給計画を発表する。そして各作期ごとに需給の見直

しを行う。原則として輸出は自由化しているが，いざというときには政府の権限で輸出に

規制をかけることがある（伊東(2007)）。実際，2008 年にも輸出規制が行われ，それが世界

的なコメ価格高騰の引き金になった。

 ベトナム食糧協会は 1989 年に食糧貿易を行う業者が相互扶助を目的として自主的に設

立したことになっている団体である。しかし実際に協会に参加している業者のほとんどは

南北食糧総公司（８）およびその傘下の国有企業であり，協会の定款には外資や合弁企業は

議決権のない准会員にしかなれないことが定められている。現在，当協会参加業者の取り
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扱う食糧輸出量はベトナムの全輸出量の 98％以上を占めている（HHLTVN(online)）。そし

てコメ輸出を行う業者は一件ごとに食糧協会に届け出をして，協会からの承認書がなけれ

ば税関を通せないことになっている。協会の承認はほぼフリーパスとはいえ，輸出企業へ

の監視は常時行える体制となっている（伊東(2007)）。

このように制度上自由化されたかに見えるベトナムのコメ輸出は依然として官製組織

によって担われており，WTO 加盟交渉時にもその不透明性が既存加盟国から問題視された。

しかしベトナムは食糧安全保障を理由として 2011 年まで国家貿易体制による輸出規制を

存続させることに成功した。さらに播種用もみ以外のコメに 40％の輸入関税を課し，WTO

加盟後の関税引き下げも約束せずに済んでいる（岡江(2010)）。このような輸出業務におけ

る国有企業の寡占状況と前述の国内流通における非効率性によって，ベトナムでは高級米

の生産・輸出の効率化を促す市場原理が働きにくい構造になっている。このためベトナム

米の国際市場での評価は低い。
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第６図 ５大コメ輸出国のコメ輸出価格 

資料：FAO(online). 

注：各国の精米輸出単価（輸出金額／輸出量）をそれぞれの年の世界平均単価を基準（100）として指数表示. 

 

第６図は 2006 年までの５大コメ輸出国（タイ・ベトナム・インド・パキスタン・アメ

リカ）のコメ輸出価格（世界平均を 100 とする）を図示したものである。コメの国際指標

価格となっているタイ米は当然のことながら世界平均に最も近く，輸出量ではベトナムに

抜かれて久しいアメリカ米は常に世界平均より高価格で取引されている。またインド・パ

キスタンの米価は変動幅が大きい。ベトナム米に関しては常に世界平均より安価で取引さ
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れている。この間 2002 年だけはタイ米価格に接近したが，これは世界一の輸出国であるタ

イが輸出量を減らして世界的な需給が逼迫したことによる一時的な高騰にすぎない。2007

～08 年にかけてもベトナム米がタイ米とほぼ同水準となり，一時的にはタイ米を抜いた

（後掲第９図参照）が，これも世界的な需給逼迫によるものであり，前述の流通や輸出面

における構造問題がここ数年で急速に改善されたわけではない。

（５）国内消費動向

 第７表は 1990 年以降のベトナムにおける一人一日あたりのコメ・魚・肉の消費カロリー

と総消費カロリーに占めるコメの割合を示したものである。近年の経済発展に伴ってベト

ナムでも肉の消費が増加し消費カロリーに占めるコメの割合が徐々に減少している事がわ

かる。とはいえコメ消費の絶対量自体はほとんど減少しておらず，2005 年の消費カロリー

に占めるコメの割合も 60.2％と依然として極めて高い。ちなみに同年の日本のコメ消費カ

ロリーは 605 Kcal/capita/day（割合にして 22.1％）であるから，ベトナム人一人あたりで

日本人の約 2.7 倍ものコメを消費していることになる（９）。

 

第７表 ベトナムにおける食料消費の変化 

 1990 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 

コメ 1,569 1,642 1,649 1,633 1,639 1,638 1,635 1,623 

魚 22 28 34 34 34 40 43 45 

肉 127 156 195 210 231 246 268 298 

合計 2,146 2,354 2,481 2,522 2,548 2,606 2,660 2,698 

コメの

割合（％） 
73.1 69.8 66.5 64.8 64.3 62.9 61.5 60.2 

資料：FAO(online) 

注．コメの割合（％）以外の単位は Kcal/capita/day． 

 第７表にみるように FAO の統計では 2005 年までの数値しかわからないため，最近にお

けるベトナム国内のコメ消費動向を知る手がかりとして，ベトナム国内の統計から 2000～

09 年におけるコメ生産・輸出量とその差額を第８表に示した。なお 2000 年９号議決では，

2010 年までの目標として生産を 33,000 千トン，国内消費を 25,000 千トンとしていたので，

そこから籾から精米への歩留まりを 65％として計算した輸出量を第８表に付す。生産目標に

関しては早くも 2002 年には達成されているものの，輸出は 2005 年に一時的に目標値に達

した後はながらく未達成のままだった。そして世界食料危機を迎えた後の 2009 年に再び目

標値に達した。また国内消費量（表中 a-b ）に関しては，2000 年に９号議決を発布した当

時，ベトナム政府はおそらくコメの国内消費はその後大きく減少するとの見通しに立って

いたが，実際には減少どころか増加することになってしまった。 
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第８表 2010 年に向けてのコメ生産・輸出量の目標値と実際の値 

 実際のコメ生産・輸出量 

年 

2010 年

目標値 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

生産量(a) 33,000 32,529  32,108  34,447  34,569  36,194  35,833  35,827  35,917  38,540 38,940  

輸出量 5,200 3,477  3,729  3,241  3,813  4,060  5,250  4,500  4,558  4,830 5,535  

籾換算輸出

量(b) 8,000 5,349  5,737  4,986  5,866  6,246  8,077  6,923  7,012  7,431 8,515  

a-b 25,000 27,180  26,371  29,461  28,703  29,948  27,756  28,904  28,905  31,109 30,425  

消費量/人 

（精米換算） 
 228 218 240 231 237 217 223 221 235  

資料：「2010 年目標値」は 2000 年９号議決原文（CPVN(2000)），「実際のコメ生産・輸出量」は CCPDTV(2010)，「消

費量/人（一人あたりコメ消費量）」の元になった人口は TCTK(online). 

注．生産及び輸出の単位は千トン. 消費量/人の単位は kg. 「籾換算輸出(b)」は実際の輸出量を 0.65 で割った量（籾

から精米への歩留まりを 65％として計算）.「消費量/人」は「a-b」をベトナムの全人口で割ったものに 0.65 をかけた

数値（2009 年の人口データがないため 2009 年度分は算出していない）. 

 

 多くのアジア諸国では経済成長に伴う食の欧米化によって一人あたりのコメ消費量が減

少したという事実を踏まえて，ベトナムも今後はコメ消費の減少に向かうという見方があ

る（伊東(2007)）。実際にベトナム統計総局が標本調査により国民各世帯の生活水準を調査

したところによると，1993 年に食事として消費された一人あたりのコメは年間 153kg であ

り(TCTK(1994b))，これが 98 年には 150kg に（TCTK(2000a)），2002 年には 144kg に，2006

年には 137kg に（TCTK(online)）と確かに減少傾向にある。しかし，これらの数字は第８

表にみる一人あたりの消費量より遙かに少ない。これは，コメが食用以外に消費されてい

るからである。第５表でみたように多くの零細稲作農家が自らの生産したコメを家畜飼料

に使っている。市場経済化に対応して畜産も大規模な農場や専業農家へ集中して畜産飼料

として使用されるコメが減少することを政府は期待したが，畜産の大規模化は期待通りに

は進行しなかった（10）。また「（３）コメの国内流通」で述べたように加工・流通の未整備

により生産から消費までの間に多くのコメが消失していることも輸出に回る分が増えない

原因の１つである。

 第７図は，ベトナムがコメ輸出を開始した 1989 年以降の５大コメ輸出国（タイ・ベトナ

ム・インド・パキスタン・アメリカ）における生産量に占める純輸出量の割合（％）を図

示したものである。この図から，中国と並ぶ人口大国であるインドでは輸出量は常に生産

量の 10％未満であり，コメ生産は国内自給が圧倒的部分を占めることがわかる。これに対

して，タイ・パキスタン・アメリカはほとんどの年で輸出の割合が 30％を越しており，海

外輸出向けのコメ生産が安定して行われている。ベトナムはかつては 10％程度だったのが

現在では 20％と輸出の割合を増やしており，インドのような自給中心から徐々に脱却しつ
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つある。今後タイのような安定的な輸出米生産国になれるかは，上述の様に畜産の大規模

化やコメ流通の効率化が順調に進むかによるであろう。
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第７図 ５大コメ輸出国における生産量に占める純輸出量の割合（％） 

資料：FAO(online). 

注．籾から精米への歩留まり（重量比）を 65％とする籾換算で，（「輸出量」―「輸入量」）／「生産量」として計算． 

３．最新動向編
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第８図 2007～09 年におけるベトナム国内の物価上昇 

資料：TCTK(online). 

注．2007 年１月を基準（100）とする指数． 
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（１）国内物価の高騰

 第８図は，2007～09 年におけるベトナム国内の消費者物価指数と食糧価格指数の上昇を，

2007 年１月を 100 として示したグラフである。なおこの「食糧」とはコメ・トウモロコシ・

イモ類等のデンプン質を豊富に含む主食物を表すベトナム語“luong thuc”の訳であり，食

料品全体ではない。2007 年 10 月頃から消費者物価指数も食糧価格指数も上昇し始めてい

るが，特に食糧が 2008 年４～６月に急騰している。６月以降は食糧価格も下落傾向にある

が，下落幅はわずかであり，2007 年の水準に戻ったわけではない。ベトナムは世界金融危

機後，他のアセアン諸国や韓国の為替相場が大幅に下落する中で，2009 年 11 月末に通貨

ドンの対米ドル基準相場を 5.4％切り下げたが、その直前（2009 年 11 月）の消費者物価指

数及び食糧価格指数は 2007 年１月から 40％増・63％増と高値を維持している。
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第９図 2007 後半～09 年におけるタイ輸出米価格 

・ベトナム輸出米価格・ベトナム国内米価 

資料：価格は CCPDTV(2010)，TTPNN (2009)より． 

注．輸出米価格は両国とも 25％砕米価格．ベトナム国内米価は，メコンデルタのコメ生産地カントー市（第１図の 57）

における通常米（Gia te thuong）価格．単位はいずれも米ドル/t． 

 なお第８表でみたように 2008 年にコメは総生産量も一人あたり消費量も前年を上回っ

ており，ベトナムが深刻な食糧不足に陥った訳ではない。にもかかわらず食糧価格の高騰

に至った理由の一つは，不安心理による買い占めである。政府によって食糧備蓄量などの

データが公表されているにも関わらずベトナム人が不安心理にかられるのは，長い間の戦

乱と平和回復以降も共産党一党独裁のもとで言論統制が行われているために，他人や政府

を信用せず自分の身は自分で守る行動様式が身に付いているからかもしれない。さらにも

う一つの理由は，コメが重要な輸出産品であるために国際価格と国内米価とが密接にリン

クしていることである。第９図は国際価格（タイ輸出米価格）とベトナムの輸出米価格・
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国内米価の 2007 後半～09 年における変動をグラフ化したものである。新輸出契約の停止

が発表される 2008 年３月までの間は３者がともに上昇傾向にあり，強い相関関係にあるこ

とがわかる。コメは国民の圧倒的な主食（消費カロリーの約６割）であるために，コメ価

格の急騰により食糧価格全体も急騰した。

（２）2008 年に取られた輸出規制措置

2008 年の米価高騰に対処するため，３月５日に商工省は第 1746 号公文（BCT(2008)）を

発布し各四半期ごとのコメ輸出量を計画した。さらに３月 25 日には第 78 号政府通達

（CPVN(2008a)）よって６月末までの間は新たにコメ輸出の契約（政府間契約だけではな

くすべての契約が対象）は行わない（すでに契約済みのものは履行）ことを決定した。第

９表は公文第 1746 号において政府がベトナム食糧協会に対して指導した各四半期ごとの

コメ輸出量の範囲と実際の輸出量である。新輸出契約の停止という強硬措置によって第２

～３四半期の間はほぼ政府の計画通りの輸出量に留まった。

 

第９表 商工省公文第 1746 号（2008 年３月５日公布）による 

コメ輸出計画量と実際の輸出量（千 t） 

 輸出計画量 実際の輸出量 

2008 年第１四半期（１～３月） 700～800 1,017 

2008 年第２四半期（４～６月） 1,300～1,500 1,427 

2008 年第３四半期（７～９月） 1,300～1,400 1,292 

2008 年第４四半期（10～12 月） 700～800 984 

合計 4,000～4,500 4,720 
資料：輸出計画量は BCT(2008)，実際の輸出量は TCTK(online)． 

2008 年３月に打ち出されたこの輸出規制の国内物価への影響をみてみると，輸出米価格

が３月の 513 米ドル/t から５月には 928 米ドル/t とわずか２ヶ月で 81％増になったのに対

し，同時期の国内米価は 470 米ドル/t から 625 米ドル/t と 33％増に抑えられた（前掲第９

図参照）。６月以降は国内の食糧価格も下落し，国内物価全体の上昇も抑えられた（前掲第

８図参照）。反面，ベトナムの輸出米価格の急上昇はコメの国際指標価格となっているタイ

米の上昇につながった（前掲第９図参照）。

 なお結局 2008 年のコメ輸出量は 483 万 t（対前年度比 6.0％増）・輸出金額は 29.1 億米ド

ル（対前年度比 95.3％増）となった（CCPDTV(2010)）。この数字（輸出量微増で金額倍増）

だけから見ればベトナムのコメ輸出規制は米価吊り上げのためではないかとの疑念を国際

社会に抱かせ得るものであるが，上述の通りベトナムはこのとき深刻な国内物価高騰に見

舞われており，その対策に追われていた。政府は３月 31 日， 輸出振興・貿易赤字抑制・

貿易均衡の確保・必需品価格の管理を目的とする第 481 号公文（CPVN(2008b)）を出し，
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原油などは国内価格維持のために輸出税を調整することになったが，この時点ではまだコ

メに関しては新たに輸出税は課せられなかった。４月 27 日には政府首相は各省庁および地

方政府に対して，国内需要確保のため食糧会社が政府の計画に沿って食糧を買い付けるこ

とができるような適切な措置を取ることを命じる第 612 号公電（CPVN(2008d)）を出した。

その後７月 21 日公布の第 104 号政府首相決定（CPVN(2008e)）によってコメに対して臨

時の輸出税が課せられた。第 10 表は，首相決定 104 号に基づいて（11）2008 年８月 15 日か

ら 12 月 19 日までコメに課せられた輸出税を示したものである。このときの輸出税は通常

の関税のように物品価格の何％と割合で課せられる従価税ではなく，１t あたりの FOB 価

格によって何段階かに分けて，各段階ごとに１t あたりの課税額を定めた従量税である。

 

第 10 表 2008 年におけるコメ輸出税 

コメの FOB 価格（米ドル/t） 関税の絶対額（ﾍﾞﾄﾅﾑﾄﾞﾝ/t） 

800 以上 900 未満 800,000 

900 以上 1,000 未満 1,200,000 

1,000 以上 1,100 未満 1,500,000 

1,100 以上 1,200 未満 1,900,000 

12,000 以上 1,300 未満 2,300,000 

13,000 以上 2,900,000 
資料：BTC(2008a) (2008b)，CPVN(2008e)(2009) 

注．ドン（Dong）はベトナムの通貨単位であり，１米ドルがおよそ 17,500 ベトナムドン（2008 年 12 月現在）

に相当する． 

（３）2008 年に取られた農地規制策

「２．（２）2000 年以降の作付面積の減少」で前述した近年の水田の急速な喪失も人々

に国内需給逼迫の不安をあおり食糧価格の高騰の一因となったことから，2008 年には農地

規制策が新たに取られた。４月 18 日に第 391 号首相決定（CPVN(2008c)）が公布され，水

田専作地の転用の原則禁止の方針を打ち出された。同決定では，やむを得ない事情で水田

転用を行う場合には，各地方省・中央直轄市が必要な転用面積を最小限にする土地計画を

策定して事前に中央政府の認可を得ることが義務づけられた。上記の手続きを経た計画以

外での水田転用が発覚した場合には，その土地を収用することも明記された。

これを踏まえて農業問題が 2008 年７月に開催された第 10 期ベトナム共産党中央執行委

員会第７回総会において議論され，2010 年および 2020 年までの農業政策の目標を示した

「農業・農民・農村に関する中央執行委員会第 26 号議決」（DCSVN(2008)）が８月５日に

公布された。同議決はドイモイ以降の農業の市場経済化・近代化の方針を引き継ぐ一方で，

国家食糧安全保障（an ninh luong thuc quoc gia）を農業政策の最優先課題にし水田面積維持

の方針を明確にした。前述のように 2000 年の政府議決第９号が水田面積減少をもたらし国
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内食糧価格の高騰の一因となったことから，2008 年 26 号議決は 2000 年９号議決からの事

実上の方針転換を促したものである。

（４）2009 年に取られた輸出緩和策

 2008 年に続いて 2009 年も２月から５月までコメの輸出規制を行ったが，2009 年初頭の

作況が良好であったことから，2009 年６月４日に政府は 2009 年内にはもう輸出規制を行

わないことを決定した（CCPDTV(2010)）。さらに６月 15日付政府通達 176号（CPVN(2009c)）

によって，政府間契約の輸出米の各地方省への割当も廃止することを決定した。つまりど

の地方のどの企業がどれだけ輸出してもかまわないということであり，輸出に関する政府

規制は大幅に緩和されるに至った。

（５）2009 年に取られた価格支持策

 2009 年３月４日に首相府においてグエン・タン・ズン（Nguyen Tan Dung）首相と南北

食糧総公司との間で 2008 年の生産・経営の結果と 2009 年の傾向と任務についての会議が

行われた。同会議には、２人の副首相，さらに各政府機関（政府官房・財務省・計画投資

省・商工省・農業農村開発省・国会銀行・開発銀行）および商業銀行（外商銀行・商工銀

行・農業農村開発銀行・投資開発銀行）幹部、ベトナム食糧協会理事も出席し、2009 年以

降の政府のコメ政策を決定する重要な方針が出された。その中で最も重要なものは、輸出

用米の買い取り価格のうち少なくとも 30％は生産者の利益となるように南北食糧総公司

は買い取り価格を設定し、関係機関・銀行はそれを支援するために総公司への優遇策を取

るということである（CPVN(2009b)）。これはドイモイ以降市場の変動にさらされてきた稲

作農家にとっては、画期的な価格支持策の導入であった。

 ６月から価格が低迷していることから（第９図参照），政府は夏秋作の収穫から上記の

買い取り価格の設定を導入した。具体的には夏秋作の収穫が始まる時期に入った８月 10

日に，ベトナム食糧協会を通じて会員業者に対し臨時備蓄用米として最低価格 3,800 ドン

/kg（湿度 17％の乾燥籾米）以上で輸出米の主産地であるメコンデルタの農民から買い取

るように指示を出した。この時の買い取り目標量 40 万トンが達成された後、さらに第２段

として９月９日にさらに同条件で 50 万トンの買い取り策が出された。政府としてこの方針

をさらに支援するため、９月 22 日付首相決定 1518 号（CPVN(2009d)）により（12），メコン

デルタを管轄する南部食糧総公司傘下の業者が夏秋米の購入のために銀行から融資を受け

た場合は全額政府が利息を負担することを決定した（対象となる備蓄期間は 2010 年１月

20 日まで）。

 12 月 23 日には、前述の 2008 年８月党中央執行委員会第 26 号議決を具体化した国家食

糧安全保障に関する政府議決 63 号（CPVN(2009e)）が公布された。これは長期的には、2012

年までに食糧が不足する国民をなくし，2020 年までに食糧生産者の所得を現在の 2.5 倍に

することを目標としている。そしてその対策の 1 つとして、稲作価格の 30％を稲作農家の

利益として保証するような政策を打つことを正式に定めた。 
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（６）世界食料危機後のコメ生産の概要

 2007～08 年におきた世界食料危機がベトナムのコメ生産に与えた影響を知るために，第

11 表に輸出米の主産地であるメコンデルタにおける 2000・07・09 年のコメの作付面積お

よび生産量をまとめた。2000 年以降はほとんど増えていなかった作付面積が価格高騰を受

けて 2007 年からわずか２年で急拡大した。このことによって第４図でみたように全国的に

も作付面積が 2007 年以降回復することになった。2000～07 年の作付面積の拡大は単収の

高い冬春作（前掲第 4 表参照）に関してのみ行われ，それより低い夏秋作ではむしろ減少

傾向にあったのに，世界食料危機後は夏秋米の作付も急拡大している。このことはベトナ

ムの市場経済化が進み農民が市場動向に敏感に反応していること，またベトナムには生

産・輸出余力があることを示している。なおもっとも単収の低いムア作の生産放棄の傾

向は価格高騰傾向においても変わっていない。

 

第 11 表 2000・07・09 年におけるメコンデルタのコメ生産 

 冬春作 夏秋作 ムア作 合計 

2000 年 752 1,882 544 3,178 

2007 年 1,526 1,567 260 3,353 
作付

面積 
2009 年 1,549 2,019 254 3,822 

2000 年 3,632 6,642 1,696 11,970 

2007 年 9,827 7,279 1,035 18,141 
生産

量 
2009 年 9,861 9,765 909 20,535 

資料：CCPDTV(2010)． 

注．面積の単位は千 ha，生産の単位は千 t． 

 

おわりに

 ベトナムは長らく旧ソ連型の社会主義統制経済体制下にあったが 1980 年代から経済自

由化政策に転換し，今や世界第２位のコメ輸出国に躍り出た。だがそれは専ら集団農業生

産体制から解放された農家の生産意欲が刺激されたことによるものに過ぎず，零細農家に

よる自給中心の農業・流通の非効率・低い技術水準という構造問題は放置されたままであ

った。ベトナム米の国際市場における評価は低く，ただ安価だけを武器に国際市場におけ

るシェアを拡大してきた。

 こういった問題を解決するためベトナムは 2000 年に政府議決第９号を公布し，それまで

の市場経済化による量的拡大という農業政策を海外市場への販売を前提にした農林水産物

の高品質化へと転換した。同議決は生産性の低い水田の転用を促す反面，輸出用米主産地

への投資集中を図った。だがその結果，水田の転用が政府の予想を遙かに超える速度で進
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行し，2007～08 年にかけての米価急騰の一因となった。

 コメは重要な輸出産品であることから，いまやベトナム国内の米価は国際米価に密接に

リンクしている。さらにコメはベトナム国民の消費カロリーの約３分の２を占める圧倒的

な主食でもある。こういった背景の下で近年の国際的な米価高騰はベトナム国内の物価高

騰を招くことになった。国内の社会的混乱を静めるためにベトナム政府は 2008 年にコメの

輸出規制を行ったが，世界第２位のコメ輸出国であるベトナムのこの措置はさらなる国際

米価の高騰を招くことになった。コメの輸出規制措置はベトナムにとって，国内物価の安

定に役立つとともに，外貨獲得の効果（輸出量は対前年度微増ながら金額では倍増）もあ

ったので，今後ともベトナム側の都合でいつでも行使される可能性がある。

2007～08 年におきた世界食料危機の結果，ベトナムではさらにコメの増産が行われ，ま

だ生産・輸出余力があることを世界に示した。また世界金融危機後，他のアセアン諸国や

韓国の為替相場が大幅に下落する中で，ベトナムも 2009 年 11 月末に通貨ドンの対米ドル

基準相場を 5.4％切り下げた。このこともベトナムのコメ輸出にとって有利に働くであろ

う。今後ともベトナムはコメの輸出大国であり続け，その輸出状況は国内動向（水田の転

用，国民の食生活の多様化，畜産の大規模集化による飼料需要の減少，流通の合理化によ

る消失の減少，等）に左右されるので，その動向には引き続き注視する必要がある。

注（１）2008 年度の統計年鑑（TCTK(2009)）からクアンニン省（第１図の 17．）が紅河デルタに区分けされた。第１

図の地図では最新の地域区分に沿っているが，本文中の「紅河デルタ」に関する数値はすべて 2007 年までの

もので，クアンニン省は含まない。 

（２）当時の南部の一合作社の平均規模は 312ha（北部の 1.5 倍），519 世帯，1003 労働人口であった。また一生産集

団の平均規模は 40ha，38 世帯であった。 

（３）FAO(online)による精米の輸出量より。なお 1992 年に一時的にベトナムの精米輸出量はアメリカを上回ったが，

翌年からはまた下回った。その後 96 年に再びベトナムがアメリカを追い抜き，それ以降アメリカはベトナム以

上の精米を輸出していない。 

（４）現代の合作社（農協）問題について詳しくは岡江(2007b)を参照。 

（５）現代の農業金融問題について詳しくは Okae(2009)を参照。 

（６）ベトナムの WTO 加盟に伴う農政改革について詳しくは岡江(2010)を参照。 

（７）もちろん紅河デルタにおける畜産のすべてがこのような稲作の片手間で行われているわけではない。大都市へ

の交通アクセスに恵まれた農村地区では大規模な畜産経営が成長しつつあり，こういう農家では家畜飼料とし

て自家生産米ではなく市販の配合飼料を使用する（岡江(2006)）。 

（８）食糧総公司は 1984 年に主に食糧輸入を行う国家食糧総公司として設立され，1995 年に北部食糧総公司と南部食

糧総公司に再編された。南北食糧総公司は自ら貿易業務を行うとともに，地域の国営食糧公司を傘下に置くこ

とにより，国内のコメ流通にも影響力を及ぼしている。輸出割当が行われていた時代にはそのアレンジは実質

的に食糧総公司によって行われていた（坂田(2003)）。 
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（９）但し FAO の数値は食用以外に消費される分（第５表で示した家畜飼料など）も含むすべての国内消費分を含ん

でいるので，ベトナム人が日本人の 2.7 倍ものコメを食べているというわけではない。 

（10）2010 年までの養豚振興計画が示した 2001 年 10 月 26 日付け第 166 号首相決定（CPVN(2001b)）において，常時

50～100 頭かそれ以上を飼育する大規模農家・養豚場が輸出用豚肉の生産単位として政府の助成の対象とされて

いる。 

（11）正確には，第 104 号首相決定では第 10 表で示した課税段階より下にさらに２段階（「600 以上 700 未満」「700

以上 800 未満」）が規定されていたが，施行直前の 2008 年８月 12 日に公布された財務省第 9417 号公文

（BTC(2008a)）によって，FOB 価格 800 米ドル/t 以上にのみ輸出税を課すことに変更になった。その後，12 月

19 日公布の財務省第 15485 号公文（BTC(2008b)）によってコメの輸出税が撤廃されたが，コメとともに肥料に

関する輸出税も規定した第 104 号首相決定自体は，翌 2009 年１月 21 日公布の第 16 号政府首相決定

（CPVN(2009a)）によって効力を失った。 

（12）さらに 11 月 24 日付け財務省通達 221 号（BTC(2009)）において、施行細則が定められた。 
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